
区分 経費区分

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

 国庫 起債
その他
特定
財源

 一般
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

社会福祉施設の防災・防犯対策強化事業 継続 政策的経費 あらゆる災害を迅速第一 ○ H29 2 1,797 1,706 91 ○

福井県地域福祉支援計画改定事業 新規 政策的経費 福井県地域福祉支援計画 ○ H30 1 910 910

生活自立支援事業 継続 政策的経費 先進的な医療と福祉、健康長寿のふるさと貢献 ○ H27 4 16,971 10,730 989 5,252 ○ △ 1,988

ふくい健康の森リニューアル事業 継続 政策的経費 先進的な医療と福祉、健康長寿のふるさと貢献 ○ H28 3 594,693 442,149 20,000 132,544 ○

ふくい健康の森活性化補助金 継続 政策的経費 ○ H28 3 960 960 ○ △ 360

嶺南地域のスポーツ・レクリエーション施設整備事業 新規 政策的経費 先進的な医療と福祉、健康長寿のふるさと貢献 ○ H30 1 1,200 960 240

隣保館整備費補助金 継続 政策的経費 先進的な医療と福祉、健康長寿のふるさと貢献 ○ H11 20 18,899 12,599 6,300 ○

福井県再犯防止推進計画策定事業 新規 政策的経費 ○ H30 1 565 565

福井市の中核市移行に伴う福井健康福祉センター改修事業 新規 政策的経費 ○ H30 1 33,302 32,665 637

7 2 669,297 468,144 53,654 147,499 3 2 △ 2,348

平成２９年度事業評価結果(課・室)総括表
会計区分 一般会計

課・室名 地域福祉課 （単位：千円）

 評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

事            業           名
福井ふるさと元気宣言

における位置付け
関連する県の計画等

事業区分

事業
開始
年度

経過
年数

平成
３０年度
予算額

 財源内訳



課長名

■ ■ H29 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

社会福祉施設の防災・防犯対策強化事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 地域福祉課 宮前佳弘

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 － 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 あらゆる災害を迅速第一

［事業目的］

全社会福祉施設に対し、普段から施設利用者の安全を守り、災害時等には適切な避難行動等がとれるよう、一般防災（地震・風水害等）・原子力防災・防犯に関する理解を深めてもらうための
研修会を開催する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 日本一の安全・安心
関連する県の計画等 〔

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

（実績）

（１）災害福祉支援ネットワークの構築　＜409千円＞

   ①災害福祉支援ネットワーク協議会の開催
    ・下記②～⑤および社会福祉施設の防災・防犯研修について協議する。
   ②ネットワーク体制の普及・周知
　 ③災害福祉支援チームの研修、訓練内容等
　 ④他都道府県との情報交換・連携づくり
　 ⑤社会福祉施設の被災状況把握のためのシステム構築

（２）社会福祉施設の防災・防犯研修　＜1,388千円＞
　
　【内　容】
      ① 一般防災（地震、風水害等）研修
      ②原子力防災研修
      ③防犯研修
　【開催回数】
    ・年６回（福井地区１回、奥越地区１回、坂井地区１回、丹南地区１回、二州地区１回、
              若狭地区１回）
　　・上記①②③の研修を一日で全て行う。（内容は６回とも同じ）
  【対象施設】
　　　　約２，７００施設（入所、通所全て）

［受益者］ 社会福祉施設 ［想定される受益者数］ 2,700施設

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

□ 拡充 □ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

- 1 -



課長名

■ ■ H29 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

1,142

708

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

(900)

(6)

■ 無

□ 有

社会福祉施設の防災・防犯対策強化事業

部局名 健康福祉部 課名 地域福祉課 宮前佳弘

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

1,797 1,706 91
生活困窮者就労準備支援事業費等補助金　1,483千円
原子力発電施設等緊急時安全対策交付金　　223千円

－ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 1,797

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
非常災害対策計画
整備施設数

(目標) (900)
３年間で全施設が非常災害対策計画を整備する

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 開催回数
(目標) (6)

健康福祉センター圏ごとに開催

実績
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課長名

■ ■ H30 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

福井県地域福祉支援計画改定事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 地域福祉課 宮前佳弘

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H35

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 － 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔

［事業目的］

平成１５年より施行されている福井県地域福祉支援計画を、平成３０年４月から施行される改正社会福祉法に則したものに改定する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔
関連する県の計画等 〔 福井県地域福祉支援計画

○福井県地域福祉支援計画改定検討会（庁内会議）の実施
　・計画の基本方針の検討
　・計画素案の検討
　・中間とりまとめ
　・計画最終案の検討
　・最終調整
○福井県社会福祉審議会の実施
　・計画素案の審議
　・中間とりまとめの審議
　・計画最終案の審議
○パブリックコメント

［受益者］ ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ ■ H30 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

■ 無

□ 有

福井県地域福祉支援計画改定事業

部局名 健康福祉部 課名 地域福祉課 宮前佳弘

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H35

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

910 910

－ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 910

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標 計画の策定
(目標) (1)

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
検討会（庁内会議）の開催
社会福祉審議会の開催

(目標) (計6回)
計画の策定に当たり、市町、関係団体および専門家からの意見を十分に取り入れる。

実績

- 4 -



課長名

■ ■ H27 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無

■ 有

生活自立支援事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 地域福祉課 宮前　佳弘

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 負担・補助 補 助 金 H32

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 1/2～3/4 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 先進的な医療と福祉、健康長寿のふるさと貢献

［事業目的］

生活保護に至る前の段階から生活困窮者の自立を促進するための支援を行うことで、困窮状態からの早期脱却を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔

町を所管する健康福祉センターに相談窓口を設置し、以下の事業を実施する。
　・自立相談支援事業：生活困窮者の自立に向け、状況把握、支援プランの作成・実施等を行う。
　・住居確保給付金の支給：離職者であって所得が基準以下の者に就職活動を条件として家賃相当額を給付。
　・就労準備支援事業：直ちに一般就労に移行しがたい者に対し、一般就労に必要な知識・能力向上のため訓練を実施。
　・家計相談支援事業：債務整理の制度利用支援や家計表作成指導など家計に関する相談支援、貸付の斡旋等。
　・一時生活支援事業：住居の無い低所得者に対し、宿泊場所や衣食の供与を行い、一般就労に結び付くよう支援。
　・学習支援事業：貧困の連鎖防止のため、生活保護、生活困窮世帯の小中学生を対象に学習教室を開催。
　・伝達研修等人材養成推進事業：県内の支援員育成のための養成研修を実施。
　・就労訓練推進事業：就労訓練事業所の立ち上げを支援。
対象者：生活困窮者とその家庭の小中学生

［受益者］ 生活困窮者とその家庭の小中学生 ［想定される受益者数］ 100

前事業の有無・実績 市町との連携状況 担当者会議、研修会の実施

事業名 生活困窮者就労・自立支援モデル事業

（平成２８年４月～２９年３月）
相談受付件数：４８件（県全域７２５件）
学習教室登録人数：４７人（１８２人）（H29.3月末現在）
就労・増収者数：１４人（県全域１８８人）

就労・増収者数を増やし生活困窮者の自立につなげるた
め、支援員のスキルアップを行うため研修を充実させる。
また、就労訓練事業所を増やす取り組みを行うことで、就
労支援を充実させる。

□ 拡充 ■ 縮減

（実績）

（平成２５年１１月～２７年３月）
相談受付件数：４１件（県全域２５８件）
学習教室登録人数：２人（県全域６７人）（H27.3月末現在）
就労・増収者数：６人（県全域３３人）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

△ 1,988

- 5 -



課長名

■ ■ H27 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

(諸）

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

19,823 18,002 18,959

13,989 13,982 14,212

10,681 10,469

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

(8) (16) (16)

7 14

(40) (50) (50)

50 48

□ 無

■ 有

生活自立支援事業

部局名 健康福祉部 課名 地域福祉課 宮前　佳弘

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 負担・補助 補 助 金 H32

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

16,971 10,730 989 5,252
・国庫：生活困窮者自立相談支援事業費等負担金(自立相談支援事業・住居確
保給付金)、生活困窮者自立相談支援事業費等補助金（上記以外の事業）

1/2～3/4 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 16,971 ・２７・２８年度の高速利用実績を踏まえ、高速料金（使用料）を見直し減額。
　Ｈ２９：９６０千円、Ｈ３０：２０３千円
・２７・２８年度の通信運搬費の実績を踏まえ、通信運搬費を見直し縮額。
　Ｈ２９：１，２９６千円、Ｈ３０：７８０千円

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標 就労・増収者
(目標) (18) 就労支援対象者の70％（厚労省による目安値）

※年間25人に対して就労支援を行うと想定
実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

H27.4.1　生活困窮者自立支援法施行

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況

全国の福祉事務所設置自治体の任意事業実施割合（平成29年4月1日現
在）
・就労準備支援事業：４４％
・家計相談支援事業：４０％
・一時生活支援事業：２８％
・子どもの学習支援事業：５６％

関連事業の有無・
役割分担

事業名 ひとり親家庭児童の学習支援事業

（役割分担）

生活困窮者学習教室では、生活保護世帯、準要保護世帯、ひとり親世
帯を対象としており、郡部に居住するひとり親世帯の小中学生につい
ては、原則生活困窮者学習教室を利用する。

活動指標 新規相談受付件数
(目標) (50)

27年度、28年度の新規相談受付件数を元に設定

実績
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課長名

■ ■ H28 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 3 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

ふくい健康の森リニューアル事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 地域福祉課 宮前　佳弘

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H30

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 － 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 先進的な医療と福祉、健康長寿のふるさと貢献

［事業目的］

　開設後約２０年以上が経過した「ふくい健康の森」を、より幅広い世代に利用される施設となるよう、屋外施設の一部をリニューアルする。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔

　ふくい健康の森の屋外施設をリニューアルし、若者など様々な世代が楽しみ、より多くの地域から来て憩う施設に再整備する。

　【整備内容】
　　　・スケートパーク　　　　　　　　　　・大型屋根
　　　・マレットゴルフコース　　　　　　　・ファミリー健康広場
      ・ウオーキングコース　　等
 
 

［受益者］ 県民 ［想定される受益者数］ 年間延べ17万人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ ■ H28 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 3 年

（諸）

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

10,476 26,900

10,476 26,900

10,199

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

(435,294)

435,774 433,311 428,862

□ 無

■ 有

ふくい健康の森リニューアル事業

部局名 健康福祉部 課名 地域福祉課 宮前　佳弘

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H30

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

594,693 442,149 20,000 132,544
（国庫）電源交付金
（諸収入）スポーツ振興くじ助成金

－ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 594,693

平成30年度にリニューアル本工事を実施する。２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
ふくい健康の森利用者数
（人）

(目標)

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

平成28年度に基本計画・基本設計、平成29年度に実施設計

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

(441,823) リニューアル整備を終える平成30年度末までは、広報活動のみの効果により、前年比1.5％
増を目標とする。リニューアル後の平成31年度には、新たな施設による集客力増強等によ
り、年間延べ60万人を目標とする。

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名 ふくい健康の森管理運営事業

（役割分担）

ふくい健康の森の指定管理者である（公財）福井県健康管理協会に対
して、施設の管理を委託する。

活動指標
(目標)

工事のため活動成果を数値化するのは困難

実績
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課長名

■ □ H28 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 3 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

ふくい健康の森活性化補助金

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 地域福祉課 宮前　佳弘

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 H30

事業主体 競技団体等
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 10/10 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔

［事業目的］

ふくい健康の森にて、教室やイベント等を開催する団体の活動を援助し、普段、ふくい健康の森を利用していない新規層の獲得、施設の知名度向上を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔
関連する県の計画等 〔

（１）補助対象者　　　福井国体デモンストレーション競技団体、各スポーツ団体、レクリエーション協会　など

（２）補助基準　　　　団体の実施する教室やイベント等の開催回数×３０千円を上限に補助を行う

（３）補助対象事業　　・ふくい健康の森において実施される事業であること（ふくい健康の森の敷地内であれば、屋内・屋外は問わない）
　　　　　　　　　　　・会員等以外のものでも参加できる企画であること
　　　　　　　　　　　・１事業あたりの開催計画が、原則３回以上であること

［受益者］ 各競技団体、スポーツ団体等 ［想定される受益者数］ 480人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

広報時期が各団体の事業計画決定後になったため、教室等の開催件
数が目標を下回った。

教室等開催件数を実績に基づいて縮小する。

□ 拡充 ■ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

△ 360
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課長名

■ □ H28 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 3 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

2,520 1,320

1,260 1,320

450

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

(480) (480)

472

(32) (32)

15

■ 無

□ 有

ふくい健康の森活性化補助金

部局名 健康福祉部 課名 地域福祉課 宮前　佳弘

事業主体 競技団体等
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 H30

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

960 960

10/10 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 960

教室等開催件数を実績に基づいて縮減する。２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標 教室等参加者数
(目標) (480)

15人/回×32回＝480人

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 教室等開催件数
(目標) (32)

年間32回の教室やイベント等を開催

実績
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課長名

■ ■ H30 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

嶺南地域のスポーツ・レクリエーション施設整備事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 地域福祉課 宮前佳弘

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H32

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 － 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 先進的な医療と福祉、健康長寿のふるさと貢献

［事業目的］

　「ふくい健康の森」のリニューアルに合わせて既存の県立・市町立の施設を対象に改修を行い、健康の森にあって嶺南地域にはない機能を拡充することで、嶺南地
域全体として健康の森と同様の施設が確保できるよう整備を進める。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔

［受益者］ 嶺南地域の県民 ［想定される受益者数］ 約１４万人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

　ふくい健康の森のリニューアルに合わせて、嶺南地域におけるスポーツ・レクリエーション施設の機能を強化する。
　
　　【事業内容】
　　　　　県立施設の整備内容について検討委員会を開催
　　　　　市町の施設整備に対する支援の検討

市町の施設整備に対する支援の検討

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ ■ H30 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

□ 無

■ 有

嶺南地域のスポーツ・レクリエーション施設整備事業

部局名 健康福祉部 課名 地域福祉課 宮前佳弘

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H32

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

1,200 960 240 （国庫）電源交付金

－ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 1,200

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
(目標) (2)

嶺南の2つの県立施設について整備計画を策定

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

計画策定施設数

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

活動指標 検討委員会の開催数
(目標) (3)

整備に向けた検討委員会を３回開催

実績

事業名 ふくい健康の森リニューアル事業

（役割分担）

嶺南地域からは、気軽に健康の森を利用しにくいことから、ふくい健
康の森のリニューアルに合わせて、嶺南地域におけるスポーツ・レク
リエーション施設の機能を強化する。
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課長名

■ □ H11 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 20 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

隣保館整備費補助金

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 地域福祉課 宮前佳弘

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 H30

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 国１／２、県１／４、市町１／４ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 先進的な医療と福祉、健康長寿のふるさと貢献

［事業目的］

市町が実施する隣保館の整備に要する費用の一部を補助することにより、利用者の福祉の向上を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔

美浜町文化会館の施設老朽化による雨漏り、外壁補修、トイレ改修の大規模修繕に対する補助を行う。
　①補助対象者　美浜町
　②補助内容　ア　設計工事費に対する補助（事業費　３２，４２３千円）
　　　　　　　イ　設計業務（事業費　１，６３３千円）
　　　　　　　ウ　監理業務（事業費　１，４７７千円）
　　　　　　　エ　工事事務費（ア～ウの２．６％分　９２３千円）
　③補助率　４分の１（国１／２、県１／４、市町１／４）

［受益者］ 周辺地域住民 ［想定される受益者数］ ８５０世帯（利用対象世帯）

前事業の有無・実績 市町との連携状況
市町においても１／４を負担してもらう。また、工事の実施につ
いては市町が中心になって行う。

事業名

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ □ H11 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 20 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

13,642

10,684

10,684

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

■ 無

□ 有

隣保館整備費補助金

部局名 健康福祉部 課名 地域福祉課 宮前佳弘

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 H30

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

18,899 12,599 6,300 国庫（地方改善施設整備費（隣保館等施設整備費補助金））

国１／２、県１／４、市町１／４ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 18,899

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
隣保館の利用者数／利用
対象者数（％）

(目標) (100)
１００％以上（対象住民が年１回以上の利用を目指す）

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

平成２７年度から平成２９年度までは施設整備の計画がなかった。

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 相談事業の実施
(目標) (5)

県内の隣保館５館の全てで相談事業を実施する。

実績
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課長名

■ ■ H30 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

福井県再犯防止推進計画策定事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 地域福祉課 宮前佳弘

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 － 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔

［事業目的］

「再犯の防止等の推進に関する法律」の施行に伴い、福井県においても「福井県再犯防止推進計画」を策定する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔
関連する県の計画等 〔

○福井県再犯防止推進計画策定検討会（庁内会議）の実施
　・計画の基本方針の検討
　・計画素案の検討
　・中間とりまとめ
　・計画最終案の検討
　・最終調整
○福井県再犯防止推進計画策定委員会の実施
　・計画素案の審議
　・中間とりまとめの審議
　・計画最終案の審議
○パブリックコメント

［受益者］ ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ ■ H30 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

■ 無

□ 有

福井県再犯防止推進計画策定事業

部局名 健康福祉部 課名 地域福祉課 宮前佳弘

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

565 565

－ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 565

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標 雇用事業主（企業）数
(目標) (125) 県内雇用事業主（企業）数を平成２９年度の１１５社から約１０％増

雇用事業主…刑務所等からの出所者を保護観察所等と協力し、積極的に雇用する事業主
実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
福井県再犯防止推進計画
に関する会議等の開催

(目標) (6) 庁内会議………３回
外部検討会……３回

実績
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課長名

■ ■ H30 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

福井市の中核市移行に伴う福井健康福祉センター改修事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 地域福祉課 宮前佳弘

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H30

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 － 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔

［事業目的］

　平成３０年度の福井市の中核市移行に伴い、福井市保健所の入居のために必要な施設の改修を行う。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔
関連する県の計画等 〔

○福井健康福祉センターの改修
　1 キッズルーム移設工事　　     …1Fキッズルームを感染症検査室に改修、1F医療情報室をキッズルームに改修
　2 和室改修工事 　　　　　    　…2F和室を医幹室と相談室（2室）に改修
　3 小会議室改修工事　　　     　…2F小会議室を事務室に改修
　4 事務室間仕切り設置工事       …2F事務室の消防設備をパーテーションで仕切り、施錠可能なドアを設置
　5 電力設備工事 　　　　　      …2F改修に伴う電力設備工事
　6 通信・情報設備工事 　　　　　…2F改修に伴う通信・情報設備工事
　7 給排水工事 　　　　　　　　　…1Fキッズルーム設置、2F和室改修に伴う給排水設備工事
　8 冷暖房設備工事 　　　　　　　…2F和室・小会議室改修に伴う冷暖房設備設備工事
　9 換気設備工事 　　　　　　　　…2F和室改修に伴う換気設備工事
○不動産鑑定の実施

［受益者］ 福井市 ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

- 17 -



課長名

■ ■ H30 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

（諸）

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

■ 無

□ 有

福井市の中核市移行に伴う福井健康福祉センター改修事業

部局名 健康福祉部 課名 地域福祉課 宮前佳弘

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H30

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

33,302 32,665 637 福井市からの負担金（雑入）

－ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 33,302

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
(目標) 福井市保健所の設置に伴い福井健康福祉センターの改修を行うものであり、成果指標等の

設定は困難である。
実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
(目標)

実績
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